
1

様式第３号

第１期支給申請書の

記入について

令和６年２月１５日作成



様式第３号 ［１］欄 申請コース と ［２］欄 助成金支給番号

「特定求職者雇用開発助成金についてのお知らせ」

[2]欄「助成金支給番号」は、

助成金センターより郵送された書類の中にある「特定求職者

雇用開発助成金についてのお知らせ」の中に書かれています。

０００２から始まる番号になります。

[1]欄「申請コース」は、コース番号を記入

●母子家庭の母、父子家庭の父、障害者、６０歳～６４歳の方 → 「１」

●６５歳以上の方 → 「２」

●東日本大震災による被災離職者等 → 「３」

●発達障害者、難治性疾患患者 → 「４」

●就職氷河期の方 → 「５」

●生活保護受給者等 → 「６」

※令和５年４月１日以降に【６５歳以上の者】を

雇入れた場合は、特定就職困難者コースの「１」

と記入してください。
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[4]欄「事業所数（雇用保険適用事業所数）」は、

対象労働者を雇い入れた日における事業主の全ての雇用保

険適用事業所数を記載してください。

[5]欄「資本の額又は出資の総額」は、

対象労働者を雇い入れた日における申請事業主の資本の額又は

出資の額を記載してください。

※個人事業主の方は「０」とご記入ください。

[6]欄「常時雇用する労働者の数」は、

対象労働者を雇い入れた日における申請事業主のす

べての常時雇用する労働者（対象労働者を含む）の

数を記載してください。

 「常時雇用する労働者」とは、２か月を超えて雇用されて

いる者又は継続して２か月を超えて雇用されることが予定

されている者であって、かつ、週当たりの所定労働時間が

当該企業の通常の従業員と概ね同等である者をいいます。

 「週当たりの所定労働時間が当該企業の通常の従業員と概

ね同等」とは、現に企業における通常の従業員の週当たり

の所定労働時間が40時間である場合は、概ね40時間である

者をいいます。

様式第３号 ［４］欄・［５］欄・［６］欄について

たとえば、複数の事業所や営業所があり、それぞれの拠点で雇用保険
の適用事業所となっている場合は、その合計数を記入します。逆に、複
数の事業所や営業所があるものの、雇用保険の手続き関係を本社などで
一括で行っており、雇用保険の適用事業所が１つしかない場合は、１と
記入してください。
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[4]欄 事業所数（雇用保険適用事業所数）

様式第３号 ［４］欄・［５］欄・［６］欄について

[5]欄 資本の額又は出資の総額

[6]欄 常時雇用する労働者の数

よくある質問・よくある間違い

雇入れ事業所の労働者数のみ記入するのではなく、［４］欄の全事業所の労働者数の合計

（法人全体の労働者数（※））を記入してください。

※グループ会社、親会社、子会社の労働者数は含みませんのでご注意ください。申請事業主

が常時雇用している労働者の数をご記入ください。

個人事業主の場合、この欄は「０」とご記入ください。

医療法人などで資本金・出資金を有している事業主はこの欄をご記入ください。

医療法人などで資本金・出資金を有していない事業主の場合、この欄は「０」とご記入く

ださい。

ここは雇用保険適用事業所としての番号が付与されている事業所数を書いてください。雇

用保険の事業所番号が付与されていない、いわゆる「非該当」承認を受けた事業所は、こ

この数には含めません。
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[7]欄「主たる事業」は、

企業全体における「主たる事業」に該当する番号（１～４）を
記入してください。

（※なお、[14]欄「産業分類（中分類）」とは異なる場合があります。）

３

様式第３号 ［７］欄 「主たる事業」について
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（参考）［７］欄「主たる事業」について

１．小売業・飲食店

大分類Ｉ（卸売業、小売業）のうち
中分類５６（各種商品小売業）
中分類５７（織物・衣服・身の回り品小売業）
中分類５８（飲食料品小売業）
中分類５９（機械器具小売業）
中分類６０（その他の小売業）
中分類６１（無店舗小売業）

大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち
中分類７６（飲食店）

２．卸売業

大分類Ｉ（卸売業、小売業）のうち
中分類５０（各種商品卸売業）
中分類５１（繊維・衣服等卸売業）
中分類５２（飲食料品卸売業）
中分類５３（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）
中分類５４（機械器具卸売業）

３．サービス業

大分類Ｇ（情報通信業）のうち
中分類３８（放送業）
中分類３９（情報サービス業）
小分類４１１（映像情報制作・配給業）
小分類４１２（音声情報制作業）
小分類４１５（広告制作業）
小分類４１６（映像・音声・文字情報制作に付帯するサービス業）

大分類Ｋ（不動産業、物品賃貸業）のうち
小分類６９３（駐車場業）
中分類７０（物品賃貸業）

大分類Ｌ（学術研究、専門・技術サービス業）

大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち
中分類７５（宿泊業）

大分類Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業）
ただし、小分類７９１（旅行業）は除く

大分類Ｏ（教育、学習支援業）（中分類８１，８２）

大分類Ｐ（医療、福祉）（中分類８３～８５）

大分類Ｑ（複合サービス事業）（中分類８６，８７）
大分類Ｒ（サービス業<他に分類されないもの>）（中分類８８～９６）

４．製造業その他

上記１～３以外のすべて

【共通要領0202 中小企業事業主】より
日本標準産業分類（平成２５年１０月３０日付け総務省告示第４０５号）による業種区分 → 総務省ホームページを参照

[7]欄「主たる事業」は、企業全体における「主たる事業」に該当する番号（１～４）を記入してください。

（※なお、[14]欄「産業分類（中分類）」とは異なる場合があります。）

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html
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［８］欄 事業所番号 と［９］欄 労働保険番号について

様式第３号 ［８］欄・［９］欄について
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雇用保険適用事業所設置届 事業主控え

[8]欄「事業所番号」、［9］欄「労働保険番号」は、

ハローワークの雇用保険適用課で雇用保険の設置届けの手続

きをした際に交付される、「事業主控え」に書かれています。

様式第３号 ［８］欄、［９］欄について

※事業所番号はこの欄
の番号をご記入ください。

※労働保険番号はこの欄
の番号をご記入ください。
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様式第３号 ［８］欄・［９］欄について

［９］欄 労働保険番号について

よくある質問・よくある間違い

以下のようなケースの場合、当初付与されていた労働保険番号が変更となる場合があります。

もし最新の労働保険番号が不明な場合は、労働保険「年度更新手続」の申告書または納付書

でご確認ください。労働保険番号が複数ある場合は、雇用保険の労働保険番号をご記入くだ

さい。

 これまで雇用保険関係の諸手続きを労働保険事務組合に委託していたが、

その委託を解除した。

 労働保険料の申告や納付に関係する事務をひとつにまとめて処理する申請

を労働基準監督署へ行った。（継続事業の一括申請）
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[10]欄「定年制」、[11]欄「定年後の継続雇用制度」は、

対象労働者を雇い入れた事業所における正規雇用労働者に

適用される規定を記載して下さい。

[1２]欄「賃金締切日」は、

対象労働者を雇い入れた時点の賃金締切日を記載して下さい。

様式第３号 ［１０］欄・［１１］欄・［１２］欄について
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[14]欄「産業分類（中分類）」は、

対象労働者の雇い入れに係る事業所の行う事業について、

日本標準産業分類の番号又は事業内容を記入してください。

様式第３号 ［１４］欄について
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01 農業
02 林業
03 漁業(水産養殖業を除く)
04 水産養殖業
05 鉱業、採石業、砂利採取業
06 総合工事業
07 職別工事業(設備工事業を除く)
08 設備工事業
09 食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業
11 繊維工業
12 木材･木製品製造業(家具を除く)
13 家具・装備品製造業
14 パルプ･紙･紙加工品製造業
15 印刷･同関連業
16 化学工業
17 石油製品・石炭製品製造業
18 プラスチック製品製造業
19 ゴム製品製造業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業
21 窯業･土石製品製造業
22 鉄鋼業
23 非鉄金属製造業
24 金属製品製造業
25 はん用機械器具製造業
26 生産用機械器具製造業
27 業務用機械器具製造業
28 電子部品･デバイス･電子回路製造業
29 電気機械器具製造業
30 情報通信機械器具製造業
31 輸送用機械器具製造業
32 その他の製造業
33 電気業

34 ガス業
35 熱供給業
36 水道業
37 通信業
38 放送業
39 情報サービス業
40 インターネット附随サービス業
41 映像・音声・文字情報制作業
42 鉄道業
43 道路旅客運送業
44 道路貨物運送業
45 水運業
46 航空運輸業
47 倉庫業
48 運輸に関する附帯サービス業
49 郵便業
50 各種商品卸売業
51 繊維・衣服等卸売業
52 飲食料品卸売業
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業
54 機械器具卸売業
55 その他の卸売業
56 各種商品小売業
57 織物・衣服・身の回り品小売業
58 飲食料品小売業
59 機械器具小売業
60 その他の小売業
61 無店舗小売業
62 銀行業
63 協同組織金融業
64 貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関

65 金融商品取引業，商品先物取引業
66 補助的金融業等

67 保険業
68 不動産取引業
69 不動産賃貸業・管理業
70 物品賃貸業
71 学術・開発研究機関
72 専門サービス業(他に分類されないもの)
73 広告業
74 技術サービス業(他に分類されないもの)
75 宿泊業
76 飲食店
77 持ち帰り・配達飲食サービス業
78 洗濯･理容･美容･浴場業
79 その他の生活関連サービス業
80 娯楽業
81 学校教育
82 その他の教育，学習支援業
83 医療業
84 保健衛生
85 社会保険・社会福祉・介護事業
86 郵便局
87 協同組合(他に分類されないもの)
88 廃棄物処理業
89 自動車整備業
90 機械等修理業
91 職業紹介･労働者派遣業
92 その他の事業サービス業
93 政治・経済・文化団体
94 宗教
95 その他のサービス業
96 外国公務
97 国家公務
98 地方公務
99 分類不能

（参考）［１４］欄「産業分類（中分類）」について
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[15]欄「対象労働者について受給・申請（予定を含む）している他の助成金の有無」は、

対象労働者について、既に受給している助成金や、これから申請予定の助成金を

記入してください。（例：雇用調整助成金、障害者トライアル雇用助成金など）

[16]欄「事務担当者」は、

支給申請後の審査で、助成金センターとやりとりできる担当者の方のお名前、連絡先を

記入してください。

様式第３号 ［１５］欄・［１６］欄について
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様式第３号 ［１５］欄・［１６］欄について

［１５］欄 対象労働者について受給・申請（予定を含む）している他の助成金の有無

よくある質問・よくある間違い

対象労働者に関する他の助成金について、今後予定しているものも必ずご記入ください。

国だけでなく、県や市町村からの補助金や助成金も、対象労働者について受給したもの、申

請予定のものがあれば、必ずご記入ください。

複数の助成金の支給申請にあたっては、併給調整がかかる場合がありますので、厚生労働省

ウェブサイトにある「併給調整早見ツール」によりご確認ください。

「併給調整早見ツール」はこちら（厚生労働省ウェブサイトへ遷移します。）

※ただし、「併給調整早見ツール」は基本的な併給の可否を示したものであるため、個別の申

請ではこれによらない場合があります。ご不明な点があれば沖縄助成金センターへ事前にご相

談ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html
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支給申請日時点で、支給対象期間内の労働についての「未払いの賃金」がなければ、「２」と記入してください。

なお、基本給以外にも時間外手当や深夜手当、休日出勤手当なども含みますので、未払いの賃金がないか必ずご

確認ください。

［23］欄「支給対象となる期間の労働についての賃金未払いの有無」は、

［21］欄「被保険者番号」は、

対象労働者の雇用保険被保険者番号を記入してください。

２

様式第３号 ［２１］欄・［２３］欄について
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雇入れ時の雇用契約書に記載された

対象労働者の一週間の所定労働時間が「20時間以上30時間未満」の場合 → １（短時間労働者）と記入

対象労働者の一週間の所定労働時間が「30時間以上」の場合 → ２（短時間労働者以外）と記入

［22］欄について

[22]欄「対象労働者種別」は、

助成金センターより郵送された書類の中にある「特定求職者

雇用開発助成金についてのお知らせ」の中に書かれています。

様式第３号 ［２２］欄について

２
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様式第３号 ［２２］欄について

［２２］ 欄 対象労働者種別

よくある質問・よくある間違い

Q 対象労働者種別はどこに書かれていますか？

A 助成金センターから郵送された書類の中にある「「特定求職者雇用開発助成金について」

のお知らせ」という書類の下記の箇所に書かれています。

対象労働者種別はここに書かれています。
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事業主欄には、

雇用保険適用事業主名を記入してください。

※代表者印の押印は不要です。

様式第３号 ［事業主］欄について
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事業主以外の方が窓口で申請をする際は、代理人欄に記入が必要に
なります。正当な代理人であることが分かるよう、委任状の提出が
必要となります。

※郵送で申請する際は、代理人欄の記入・委任状の添付は不要です。

※詳しくは、次のページをご確認ください。

様式第３号 ［代理人］欄について
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様式第３号 ［代理人］欄について

［代理人］ 欄

よくある質問・よくある間違い

Q 自社の従業員に支給申請書の提出をさせる予定です。

委任状の代理人欄の住所は、事業所の住所、代理人の住所のいずれの住所を記入すべきで

しょか？

A 代理人（この質問の場合は従業員）の自宅の住所を記入してください。



自社の従業員に支給申請書の提出をさせる予定です。委任状は従業員(社員)で
も必要ですか？

21

１ 事業主が会社の従業員などに提出行為を行わせる場合

運転免許証などの
身分証の確認

委任状の
有無

支給申請書などの代理人欄への
連絡先の記載の有無

従業員が、支給申請等に係る手続きのうち、
提出行為のみを行う場合

（意思決定の主体とならない場合）

○
（必要）

×
（不要）

×
（不要）

従業員が、支給申請等に係る手続きのうち、
提出行為以外も行う場合

（意思決定の主体となる場合）

○
（必要）

○
（必要）

○
（必要）

役員、事業所の長（※）が事業主の代理人と
して支給申請等の手続きを行う場合

（※支店長や店長など営業・事業の主任者で
あることを示す名称が付されたものに限る）

○
（必要）

×
（不要）

×
（不要）

よくある質問
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２ 事業主が会社の従業員以外に提出行為を行わせる場合

運転免許証などの
身分証の確認

委任状の
有無

支給申請書などの代理人欄への
連絡先の記載の有無

社会保険労務士が支給申請等に係る手続き
を代行又は代理する場合

○
（必要）

×
（不要）

○
（必要）

弁護士が支給申請等に係る手続きを代理す
る場合

○
（必要）

×
（不要）

○
（必要）

支給申請事業主の事業所の従業員以外の代
理人が、支給申請等に係る手続きを代理す
る場合

○
（必要）

○
（必要）

○
（必要）

※続き

委任状の様式は、沖縄労働局のホームページからダウンロードできます。

沖縄労働局 ＞ 法令・制度・施策・手続き ＞ 雇用関係助成金

よくある質問

委任状の様式はこちらから↓
https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-roudoukyoku/newpage_00345.html

https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/kakushu_joseikin.html
https://jsite.mhlw.go.jp/okinawa-roudoukyoku/newpage_00345.html

